様式４－５　　　　　　　
各都道府県における水産・海洋教育に関する現状と課題
現状と課題について御記入ください。赤字は昨年データですので、該当校について、赤字→黒字で入力をお願いいたします。また、昨年記載のうち、今回不要の部分は削除をお願いいたします。よって、該当校の赤字は残らなくなります。






【01北海道】
ア　栽培系の専門知識を生かせる就職先が少ないことから、今後の、一層の進路開拓を行う必要がある。
イ　実習場の老朽化が著しく、実習の展開や生物飼育、生徒の生活や安全面において問題がある。
また、女子生徒の増加にも対応が必要となってきており、改修工事などの対策が喫緊の課題である。
ウ　現状でも海技士資格保有教員の不足が課題となっているが、今後数年間で多くの海技士資格教員が退職となる見通しであるため、さらに深刻な課題となることが予想される。
[bookmark: _GoBack]エ　原則履修科目である「水産海洋基礎」や「課題研究」について、国研の研究指定事業での取組の際に作成した評価規準等を活用するなどして、指導と評価の一体化を図りながら授業改善を進めていく必要がある。
オ　ここ数年で定員割れをしている学科が増えていることから、学科ＰＲの工夫・改善をするなどして、一層の魅力化を図っていく必要がある。

【02青森県】
本県は三方を海に囲まれ、恵まれた環境で本校の施設・設備を生かし、各授業・実習等を充実させ、生徒に「海・船・水産物」を含めた水産に興味をもたせることが必要である。水産・海洋に関わる資格取得を推進し、スペシャリストとなる人材を育成して地域社会に貢献するとともに、進学に関しても水産系大学等や本校専攻科を希望する生徒の進路実現に向けての教育環境の充実を図っていきたい。また、地域に信頼され、地域に貢献できる人材の育成に努める。

【03岩手】
○高田高等学校
①昨年度末に艇庫・講義棟が完成し、施設としては震災前の状況に戻った。それに伴い栽培漁業実習を今年度から実施する計画である。潜水実習も艇庫付近の海域で実施することが可能になったが、昨年度同様、本校の教員でダイビングを指導できる資格を持つ教員が１名しかおらず、早急に資格取得の講習会の開催を希望している。
②教員が専門外を担当しなければならないケースもあり、適正な教員配置が望まれる。
○宮古水産高等学校
＜現状＞
　少子化の影響で入学者の減少に歯止めがかからない状況であるが、水産や海洋に興味関心を持っている生徒の募集に取り組んでいる。平成31年度に学科改編し、令和元年入学生から水産科２学科、家庭科１学科の３学科から水産科１学科、家庭科１学科の２学科となり、１学級減となった。令和２年度の入学者のうち水産科（定員４０名）の入学者数は、第二希望合格者を含む１２名であった。
＜課題＞
　学校のみならず地域の教育資源を活用しながら地域産業の担い手の育成に取り組んでいるが、施設設備や大型実習船の老朽化などで産業を下支えする人材育成がままならない状況である。
　地元生徒の減少により、入学生の確保に苦慮している。県内外において、学校説明会等を行い入学生の確保を行う予定である。また専攻科漁業科への進学者希望者の確保に苦慮している。水産系教員や実習船の乗組員の高齢化による水産系教員の確保や実習船の海技士免許を持った乗組員の確保、育成が急務である。
○久慈東高等学校
〈現状〉
①募集定員２００名のところ、平成２５年度を最後に定員割れが続いている。
②少子化による生徒数減少を受けて、「新たな県立高等学校再編計画」で久慈工業高等学校との統合が計画されている。
③海洋系列を選択する生徒の割合は、各年次の１０％未満で推移している。海技士取得のために海上技術短期大学校へ進学する生徒が平成２８年度までは３割程度いたが、それ以降は減少に転じている。就職を含めて、水産・海洋関連への進路を希望する生徒の割合が減少傾向である。
〈課題〉
①地元の沿岸漁業への就職に興味がある生徒の割合が増加している。引き続き、進路実現に向けたマッチングに、地域の漁業協同組合、行政と連携して取り組む必要がある。
②「新たな県立高等学校再編計画」では総合５、工業１の６クラス規模での統合が計画されている。しかし、統合延期と少子化の進行を受けて、統合時期が決まった時に６クラス規模での統合が不可能となった場合に、現在の系列編成の見直しも検討しなければならない。

【04宮城】
○水産
　今年度の入学者数は，男子生徒７７名，女子生徒２１名，計９８名となった。６２名の定員割れを起こしており，ここ数年この傾向が続いていることと，定員割れの人数が前年度から約２倍になっている。本県の水産海洋関連産業の活性化が図られ，水産海洋教育の魅力を発信し（学科改編を含め），それを志願者増につなげることが課題である。
　ここ数年の卒業生は，水産・海洋関連産業への就職者数が増加しているが，早期での離職者が少なからずいる。地域との連携を推進し，より水産・海洋関連産業への理解を深めさせ，その魅力を感じることができるような授業の在り方を考え，進路指導につなげなければならない。
　なお，水産教員のほとんどが40代，50代であるため，計画的な教員配置（年齢構成，必要な資格保有者の確保等を含め）を進めることが喫緊の課題である。
○気仙沼向洋
旧校舎と比べて、実習を行っている漁港が離れているため、小型実習艇及び端艇等の保守管理、実習の拠点となる学校艇庫が必要である。
　水産系教員、実習船の乗組員の確保か課題。

【05秋田】
【第７次秋田県高等学校総合整備計画】に示されている統合計画　
→同じく男鹿市にある男鹿工業高校との統合によるキャンパス化。
【小型実習船「眞山丸」の代船建造】
→沿岸漁業を中心とした教育内容を支える小型実習船の代船建造を進める。
少子化による定員割れ
定期的な採用試験の実施

【06山形】
【現状】
・山形県高等学校再編整備計画に示されている再編整備
→市内の鶴岡中央、庄内農業との統合と校舎制について検討、加茂水産は2023年度に２学級→１学級となる。
・現状・少子化により地区中学生が減少し、定員確保に苦慮している。
【課題】
・新学習指導要領改訂に伴い、令和４年度より新学習指導要領に対応したカリキュラムの実施、その後令和５年度１クラス減での学科改変及び生徒募集と続く。この難局を乗り越え、ピンチをチャンスに変える取り組みが課題である。

【07福島】
地域における中学校卒業者数は年々減少し、毎年入学者は定員を下回っている。（R2定員160名、入学者139名）このような厳しい状況ではあるが、本校入学者はほぼ横ばいで推移している。昨年より６代目となる福島丸の運用がはじまり、効果的な海洋実習を含め魅力的な学校作りに力を注いでいるところであるが、2021年4月に近隣の小名浜高校との統合が決まり、本校は1学級減となる。再編後の学科編成は普通科１学級、商業科１学級、水産３学級４学科（食品システム４０人・海洋工学４０人・海洋２０人+情報通信２０人）となる。引き続き県下唯一の水産・海洋高校として海洋調査、海洋環境、食育事業、商品開発等、地域の関係機関と連携して地域に貢献できるよう様々な取り組みを継続していく。

【08茨城】
＜現状＞
将来のスペシャリストの育成に必要な専門性の基礎・基本を一層重視するとともに，ものづくりなどの体験的学習をとおして実践力を育成できるよう，地域の産業界と連携して，知識，技術及び技能が定着できるような機会をできるだけ多く生徒に与えている。
＜課題＞
・海洋産業科生徒の多様な進路希望を実現するため，新たな進路先の開拓。
・教科「水産」の教員の確保。
・実習船の乗組員の確保。

【09栃木】
＜現状＞
・水産科に対する学校内外からの期待が高まり、商品開発・実習製品販売の依頼が多い。
・教育課程を見直し1年次は普通教科単位数を増やし、2年次から水産に関する科目を増加させている。
・河川水を利用する養殖がうまくいっていない。加温設備、循環濾過が必要な熱帯性のエビ、魚養殖を地域の企業、水族館、水産試験場と連携し研究を始めている。
・HACCPに対応できる管理表、作業手順書等の作成を進めている。
＜課題＞
・地域や校内から水産科への期待や要望が増えているが十分な対応ができていない。
・実習場の水不足が深刻である。施設の老朽化も進んでおり、予算が不十分のため、十分な改修ができていない。
・上記の点が原因で生産魚の安定生産ができない。
・学校設定科目「リバースタディ」を更に深化させ、教育内容の独自性を図ること。

【10群馬】
・水産の免許を持つ正規教員がいないために、水産の教科指導を継続的に実施することができない。
・施設に関して、養殖に河川水を利用しているため、河川要因の病気が発生した場合、養殖魚が被害を被る場合が多い。特に近年は施設の老朽化が進んでいる。

【12千葉】
○館山総合
船舶職員養成施設を維持するためには、三級海技士以上の海技資格と水産の教員免許を受有している教員が必要ですが、他県同様、本県もその確保が厳しい状況にあります。航海系の新卒教員であれば、東京海洋大学海洋科学部専攻科の学生しか対象になりません。また、機関系の新卒教員では、該当する教育機関が存在しません。そこで、文部科学省として東京海洋大学に対応をお願いしていただきたい（海洋科学部専攻科希望の学生への啓発、海洋工学部実習科の学生が水産教員免許を取得できる制度の新設）。
同様に、専任指導教官については、三級海技士以上の資格を有し、かつ、履歴限定が解除されていることが条件となります。これは、学校の新卒の教員以上に確保することが難しく、文部科学省として、規制の緩和を国土交通省にお願いしていただきたい。
○大原
・施設・設備の老朽化により、実習等への影響が心配されるとともに、施設・設備の改修等に係る財源の確保が課題となっている。
・職員の定数減に伴い、種苗生産、小型船舶の管理等に苦慮している。
○銚子商業
館山総合高校と同様に、船舶職員養成施設を維持するためには、三級海技士以上の海技資格と水産の教員免許を受有している教員が必要です。専攻科につなげるための職員が、来年度一人足りなくなり、補充は急務の状態です。

【13東京】
・平成29年度の大島海洋国際高等学校在り方検討委員会により、①生徒・保護者のニーズへの対応、②海洋人材の育成への国家的要請の増大、③大島をはじめとした地域や利用の振興という学校改革の必要性が求められ、海洋国際科から水産科への学科改編を令和4年度に予定している。
・水泳プール（水深1.6ｍ、昭和48年設置）、栽培漁業室（平成４年設置）など、施設及び備品の老朽化が進んでいる。
・令和2年3月に、第5代実習船大島丸が竣工し、令和2年度から実習船の運航管理及び実習支援等業務委託を開始する。
・航海系の海洋科教員の不足により、乗船教官の労務問題や指導技術の伝承に支障をきたしている。

【14神奈川】
・令和4年度入学生から学科改編を行い、船舶運航科、水産食品科、無線技術科、生物資源科の４小学科、学年制となる。
・中堅を担う40代の職員が他世代と比べて少なく、若手職員への技術の伝承に支障がある。
・水産・海洋関連産業への就業者が少なく、職業に関する学科として求められる人材育成につながっていない。
・校舎の立地に課題があり、海をフィールドとした実習に影響がでている。
・国際条約や法令改正に伴う養成施設関係の施設や設備の更新・対応が必要となる。
・教職員の３級海技士以上の受有者が圧倒的に足りない。養成施設維持のためには補充が急務である。特に新卒の大学生のうち教員免許と３級海技士の両方を所有している者が少ない。
・スクーバダイビングの指導者の高齢化が進んでいる。指導者の年齢による健康管理面に大きな不安が残る。

【15新潟】
＜現状＞
・平成27年度に学科改編し、１年次水産科括り募集（定員80名）、２，３年次水産資源科（資源育成コ・食品科学）、海洋開発科（海洋技術・海洋創造）の２学科４コースとなった。改編後６年連続で志願者数は1.0倍を超えている。
・内閣府　地方創生加速化交付金事業「高校生の力を地域産業に活かすまちづくりプロジェクト」採択。
・文部科学省「成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進」事業（「専修学校による地域産業中核的人材養成」事業に名称変更）採択。
・内閣総理大臣賞　海洋立国推進功労者表彰「海洋立国の推進に関する特別な功績」分野・地域部門賞受賞。
＜課題＞
・水産科の教員（定数13名）のうち５名を常勤講師で対応している。教員採用試験の実施及び受験者の確保、常勤講師の確保等が課題。特に、航海系・潜水系の教員の確保が難しく、小型船舶操縦士養成施設の維持が将来的に危惧されている。
・予算の縮小傾向により、施設設備の更新及び老朽化に伴う修繕が進まない。

【16富山】
＜本県の現状＞
本県の水産関係学科については、平成２２年に再編統合を行い、県の東西（滑川市・氷見市）に２校、富山県立滑川高等学校海洋科（40名1クラス）と富山県立氷見高等学校海洋科学科（20名、農業科学科20名とあわせて1クラス）を、それぞれ普通科、専門学科との併設校として設置している。
それぞれに地域の特性を勘案しながら、生徒に水産･海洋に関する興味・関心を高め、必要な専門性を高めるよう教育課程を編成している。
＜本県の課題＞
①教育課程における専門性の深化と高度な技術実習の充実
「浅く広い」学習を柔軟で多様な選択科目が構成されていることで、生徒のニーズに応えようとしているが、専門性の深化といった点では物足りない面もあると考える。関連機関との連携による高度な技術実習等が求められる。
②先進的技術の習得と教職員の専門性の向上
各校１クラス対応の教職員数であることから、教育課程の拡大にも限界があり、また教員一人に対する負担も大きくなりがちである。教職員の専門性を向上させるための研修の充実も望まれる。
③教職員の保有資格について
近年にベテラン教諭が複数名退職した。船舶操縦資格や、無線、潜水に関する資格を保有した教員の補充が必要であることに加え、授業の運用に関し教職員間のスムーズな引継ぎが急務である。滑川高校においては、小型船舶操縦士の認定校であったが、資格保有者の退職などがあり養成認定校を外した。

【17石川】
　水産の職員は工業の職員が１名、非常勤講師が３名となっている。職員の年齢構成は、教諭が５０代後半、非常勤講師の方も７０歳前後で、高齢化が進み、水産教育の伝承が危惧される。今後、本県における水産教育をどのような方向で取り組むか検討が必要となっている。

【18福井】
小浜水産高校から若狭高校海洋科学科に学科改編して８年目になり、地域からの期待や信頼も年々大きくなっている。入学志願者も設置当初は定員を割ったこともあったが、近年は安定的に定員を上回っている。平成２９度から定員が４名増え６０名になったが同様である。
平成２９年度より第２期のＳＳＨ研究指定を受けており、積極的に外部との連携のもと探究活動を中心に成果を上げている。特に海外の高校とのマイクロプラスチックに関する共同研究は今後期待されている。
進路指導についても普通科進学校における進学指導を取り入れる中で、海洋科学科の利点を生かした指導を行うことで成果が出ている。今春卒業生については卒業生５６名中４３名が進学（内、国公立７名）、１３名が就職（内、公務員１名、漁業１名）であった。
また、一昨年度よりインクルーシブ教育システムの理念を踏まえた法改正により特別配慮が必要な生徒が数名入学してきた。教員定数の減少や多忙化に伴い実習時も最小限の人員で行っている状況で、安全を如何に確保するかが重要であり課題である。
この他、進学率向上に伴う地域若年層の流出は永年の課題であり、それらの卒業生のＵターン方策が早急に必要である。特に海洋科学科卒業生の大学卒業後の就職先について大学任せにするのではなく、本人、保護者、大学との連携のもと本校海洋科学科教員が積極的にかかわる必要がある。

【22静岡】
①教科「水産」では教員採用試験の受験者確保に苦慮しており、特に海技士資格を保有する教員が全国的に不足する中、人材の確保が大きな課題となっている。常勤講師の確保も難しくなっており、同様に大きな課題である。
②校舎の改築工事が次年度から始まり、7階建ての新校舎になることが決まった。工事は授業と並行して進められるため、以前に行った耐震工事の際も、かなり大きな土木作業音に悩まされたが、大規模工事なため、その騒音が数年続くと思われる。
③進路面では四年制大学への進学者を増やしたいという意向はあるが、本人や保護者には進学を望まないケースもあり、進路指導面での困難さを感じることがある。
④１学年が4クラス編成の時は県内公立高校でも上位に入る入試倍率となったが、5クラス編成に戻したことにより、学習面で困難を抱えた多様な生徒が入学するようになった。生徒指導上の問題を抱える生徒への対応に苦慮することも多くなっている。

【23愛知】
○愛知県の水産業は全国的には中位程度の生産量で漁業種類、品目別では上位を占めるものも多く、特色ある水産業が営まれ、沿岸漁業や海苔養殖業、養鰻業を中心とした漁家・養殖経営がほとんどである。また、水産食品加工業としては練り製品、佃煮をはじめ、魚醤、煎餅など、特色ある水産加工品が製造・販売されている。
○昨年度及び今年度の入試状況については、平成31年度の倍率は推薦で1.8倍、一般最終で2.8倍であったが、令和２年度はそれぞれ1.5倍、1.9倍となり、受検生を減らす結果となった。ただ、受検者の学力は上昇傾向にあり、来年度入試に向けて鋭意努力したいと考えている。
○海洋科学科では五級海技士、一級小型船舶操縦士等、情報通信科では総合無線通信士等の養成施設としての認定を受け、新しい教育課程においても継続している。
○専攻科においては、より上級の資格取得を目指している。専攻科情報通信コースでは、第１級総合無線通信士国家試験の電気通信術試験が学校認定科目となっており、そのことが水産・海洋関連分野への就職に大きく繋がっている。また、各専門分野のさらに高度な技術を習得するために、専攻科修了時から大学３年時への編入制度も設けている。
○一方、海洋資源科では、地域との連携で、クロアワビの陸上養殖の事業化に向けての研究開発、また、水産食品科では、地元企業と連携して「愛知丸ごはん」（ジュレタイプのカツオ・マグロ佃煮等　2014-2020　７年連続　モンドセレクション金賞）、「愛知丸せんべい」（カツオ風味）の商品販売、小マグロを素材にした「愛知丸マグロッケ」、蒲郡名産メヒカリを素材にした「メヒコロボール」とメヒカリのあら（唐揚げ加工後の廃棄物）を利用した魚醤「深輝」、三河湾の未利用資源であるカガミガイを素材とした魚醤「里海の貝革」、人絹えびを素材とした魚醤「絹醸　けんじょう」、同じく未利用資源ホシザメを素材にした練り製品「しゃーはん～目鮫る星～」などが商品化された。また、ヤマサちくわ（株）と協働開発した「だて巻きを使ったスイーツ（ちーだーたると）」を新開発商品として販売した。さらに、三河湾で問題とされているアカエイの食品加工に関する研究や、蒲郡市の西浦漁港で水揚げされる「ジンケンエビ」を使用した魚醤づくりに取り組んでいる。
○平成28年度からのＳＰＨ（スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール）事業において、地域社会・産業界等への協力・連携強化を図り、将来の水産・海洋産業の柱となる水産資源開発産業や、次世代の海洋工学産業等に対応した先進的な取組を通して、必要とされる知識や技術・技能を習得させるとともに、地域社会の発展に貢献できる態度を養い、グローバルな社会に対応できる水産・海洋のスペシャリストの育成を戦略的に行っている。
○進路状況については、就職では経済界の景気回復の兆しは見られるが、生徒のニーズに合わせて、進路先の開拓や求人数の確保に向けて鋭意努力している。また、進学では入学時からの継続的な進学指導により、毎年、国公立大学や私立大学、専攻科等に進学している。
〇令和２年度からの水産業６次産業化担い手育成事業において、地元企業と連携し、水産物の収穫から加工、流通、販売までを学ぶとともに、ＨＡＣＣＰ（危害分析・重要管理点方式）に沿った衛生管理についての知識・技術を身に付ける教育活動をとおして、本県水産業の６次産業化を支える人材を育成するための研究を行う。
〇漁業実習や航海実習、海洋環境調査などの実践的な学習環境を整備するため、新愛知丸の建造を検討している。現行愛知丸は中型船であるため、当初考えていた以上に安全性において問題があることが分かった。新愛知丸の大型船化実現に向け、努力していきたいと考えている。
〇教員採用については、教科「水産」の教員免許が取得できる養成機関が従来より少なく、新卒の教員を採用することが極めて困難な状況にある。募集しても受験者がいない場合もあり、水産科教員の平均年齢が上昇の一途となっている。また、水産高校においては「水産」または「商船」の免許状を有することが必要となった昨今、従来「通信」系は教科「工業」の免許で対応してきたが、免許法の解釈変更により「通信」系の担当教員は、教科「工業」で採用できなくなり、社会人特別選考で採用することで対応している。現有教員は年度当初に教科外申請を行っている。ただし、この対応はあくまでも緊急的な処置であって、正式な解決には至っていない。これらの問題が、教員採用に関する大きな検討課題となっており、水産高校存続にも影響しかねない重大事項だと考えている。

【24三重】
水産業や、船舶関連産業の後継者や社会で活躍できる人材を育成するために、実習船教育等特色ある教育活動を活用し、生徒にとって魅力ある水産・海洋教育を進めています。そのため、三重の水産業、生徒の現状、地域性などを踏まえた教育課程・キャリア教育・生徒指導等の効果が最大に発揮されるように基礎的・基本的な知識と技術を習得させ、水産業及び海洋関連産業の意義や役割を理解できるよう取り組んでいます。また、地域や産業界との連携・交流を通じた実践的な学習活動や就業体験を取り入れ、社会人講師を積極的に活用しています。
　今後、水産関連の専門性をより一層高めるために、基礎学力の定着と水産教育の一層の改善・充実が必要とされています。このことから、水産・漁業関係機関や地域の関係機関と連携し、地域の活性化と連動した水産・海洋教育を構築し、将来のスペシャリストや地域産業を担う人材を育成していきます。 
また、水産教育をとおして、自己肯定感や自尊感情を高めるため命を大切にする教育活動を推進し「豊かな心」の育成を図ります。

【26京都】
京都府立海洋高等学校では、研究指定校の指定を積極的に受けるなど、教育活動の活性化を図っている。平成21年度から３年間にわたって文部科学省指定「目指せスペシャリスト事業」に採択され、「京（きょう）の貝の魅力を発信し、地域力再生に貢献するスペシャリストの育成」～海を守り、海の恵みを活用し、地域の未来を切り拓く～をテーマにトリガイ、イワガキ、アサリの二枚貝の研究活動に取り組んできた。その成果を継承しつつ、平成24年度は「学力向上フロンティア校支援事業（京都府教育委員会）」の指定を受け、地元企業や関係機関などに御協力いただき、「魚魚駅舎（ととすて～しょん）栗田」や「海洋生１ｄａｙレストラン」といった、「海洋ならでは」のユニークな教育活動に挑戦することができた。
　さらに、平成25年度～令和２年度に、京都府教育委員会指定「スペシャリストネットワーク京都」事業により、６次産業化に対応した専門教育活動を推進して、魅力ある水産教育を展開し積極的な発信に努めるとともに、文部科学省指定「環境のための地球規模の学習及び観測プログラム（グローブ）」推進事業を活用して、小中学校とも連携した環境学習にも力を入れている。
　その他、独立行政法人　工業所有権情報・研修館から「令和元年度知的財産に関する創造力・実践力・活用力開発事業」「令和２年度知財力開発校支援事業」の採択、また、日本財団から「海洋教育パイオニアスクールプログラム　2018・2019年度」に採択されたことを受け、専門性の更なる深化を図り、研究活動を活発化させている。
　生徒たちは、実習等の授業にも積極的に取り組み、関係機関との連携等も通じ、３年間で大きく成長し、希望進路を達成している。学校紹介による就職内定率18年連続100％達成を始めとして、進学面においても、毎年20名程度が国公立大学や私立大学に合格している。特に、進学や就職先の70％以上が本校の専門教育に関わる大学や企業であり、卒業後の活躍も期待されている。

【28兵庫】
（１）特色づくり推進事業インスパイア・ハイスクール事業を推進し、地域と連携した特色ある取組を通じて、活力ある生徒の学習活動を推進する。（ダイビング実習、アマモ等の海藻類の研究調査など）
（２）環境のための地球学習観測プログラム（グローブ）事業の実践を通じて、環境保全の大切さを学習し、地域を巻き込んだ環境教育を推進する。
（３）学校生活や寄宿舎生活等を充実させ、安定した生活指導をめざす。
（４）高度な資格を取得できるよう教員の指導体制を整え、放課後の補習を充実する。
（５）自然学校の受け入れを積極的に実施し、高校生が指導者になることにより、専門的技術と探究活動の深化を図る。
（６）大型実習船「但州丸」、小型実習船「しりうす」を有効に活用するため、日本海環境観測調査を実施し、自然を愛し心豊かな感覚をそなえた将来の水産業を担う職業人を育成する。
（７）実習製品のブランド化と地域の企業と連携した特産品づくりに挑戦する。
（８）香美町商工会と連携した販売会を実施し、生徒が取り組んでいる実習活動を広め、水産教育の推進を図る。
（９）各種のコンクールに積極的に参加させ、生徒の持つ専門的な技術を生かし、新たな取組にチャレンジさせる。
＜課題＞
（１）寄宿舎生徒の生活指導と寄宿舎運営の在り方の検討。
（２）新学習指導要領に対応した教育課程の見直し。
（３）小型実習船「しりうす」の老朽化に伴う代船建造。
（４）海洋科学科の専門教員、実習船の船員の後継者の育成

【31鳥取】
１　若い教員の退職が多く、労働環境の改善が必要である。若い教員を採用し育成できるような、教員採用試験の受験資格についての見直しや、業務分担の改善をすることが急務である。
２　近年の一般入試の倍率が1倍を切っている。水産（食品）の魅力を幅広くＰＲしていく必要がある。

【32島根】
1． 生徒の基礎学力低下傾向と特別な支援の必要な生徒の増加
2． 上記並びに普通教科（進学）対策不足による水産系大学等への進学対策
（※英語についてはＴＯＥＩＣの点数を謳う大学もあるが、水高生にはハードルが高すぎる）
３．生徒募集（生徒数確保）の必要性（地元生徒を確保することが課題）
４．水産系教員の確保
５．海事職員（船舶乗組員）の確保
６．Withコロナ時代における乗船を含む実習内容や実習形態を今後どのようにおこなえばよいか。

【35山口】
　１　生徒募集
　　　入学定員は、海洋技術科２５名、海洋科学科２５名の計５０名であるが、平成３０年度以降入学者は４０名前後である。また、海洋技術科は志願倍率が１倍を超えるが、海洋科学科は0.5倍程度である。特に食品系の志願者が少なく、生徒が定員を満たしていないことから実習が効果的に実施できない状況である。一方、海洋技術科は専攻科があり、さらに大型実習船「海友丸」の見学等によって、専門性の高さや魅力を中学生や保護者に伝えることができている。海洋科学科については、栽培漁業・食品製造実習施設や水深５ｍの潜水プール等の充実した施設・設備を最大限に活用し、地域と連携した特色ある教育活動等によって、今後一層のＰＲ活動を展開したい。
　２　専門（商船）の教員・実習船乗組員の確保
　　　本年度は、４名の専門教員の採用があり、専門教員の充足がかなりできた。しかしながら、専門（商船）の教員や、実習船の乗組員（特に通信長）の確保が非常に困難である。
　３　施設・設備の老朽化
　　　特に、航海、機関系の施設・設備の老朽化が進んでいる。

【36徳島】
令和元年度から「SCITEC-HI Project」をメインテーマとして，スーパーサイエンスハイスクール二期目の指定を受けることとなった。1期目の成果と課題を踏まえ，「徳島からグローバルに活躍することができる理工学コンピテンスを備えた人財」を育成するカリキュラムや指導方法を研究開発に取り組んでいる。
今年度からは，台湾の国立蘇澳高級海事水產職業学校との交流をスタートする計画であったが，コロナウィルス感染拡大防止のため，6月に予定していた台湾からの訪問が中止となり，11月に予定している本校からの訪問も難しい状況である。
職員については，二クラスで教諭6名と実習主任・助手3名が定数となっているが，その内，教諭1名については，ここ数年，理科の生物の講師の先生にお願いしている状況である。昨年度は採用試験を実施したが受検者が０名であった。今年度の採用試験では2名受験しているが，どのような人が受験しているのか全く情報がない状態である。また，ここ数年で大幅に若返りが進み，年齢構成も50代2名，40代2名，30代2名，20代2名とバランスよく配置され，平均年齢も40歳まで下がった。しかし，小型実習船を運航・管理することができる職員は限られており，新型コロナウィルス対策として小グループでの実習を展開することや，安全に実習するための日々のメンテナンス等を行っていくためには，校内研修等の充実が必要である。
施設設備面では，小型実習船（3.2トン）の老朽化が進んでおり，更新をお願いしている。また，校内で魚を飼育できる施設の整備を要望している。

【37香川】
海洋技術科の職員の年齢構成を見ると、50代以上が9割と高齢化しており、船員教育の伝承が危惧される。今年度、20代1名の教諭採用があったが、海技士養成に必要な、上級海技士免状を所有した教諭の確保が困難となっている。
海洋生産科においては、テレビやマスコミの影響で、魚や生物に関心を持つ生徒の増加で、近隣の他県からの志願者もおり、学科の志願者数が近年、増加傾向にあり、水産に高い関心と意欲を持つ生徒が多い。しかし老朽化した栽培関係の施設・設備の維持管理のために時間をさかれ、生徒の期待や魅力ある授業の展開に支障が出ている。また工業科と併設された6学科の中で、唯一の自然科学・生物系の学科なので、授業・校務分掌・部活等以外の仕事に対する他の職員の理解が低く、学校現場で困惑する場面が多い。

【38愛媛】
・長年、定員を満たしていない状態が続いているため、志願者数を増やす努力が必要である。
本校の学習活動について知られていないことが多いため、中学生や保護者、中学校の先生方等に本校の魅力や各学科の学習内容について、十分に理解してもらう努力も必要である。
・学科や年度によっては、水産・海洋と関連のない進路に進む生徒が多いため、水産・海洋に関する興味・関心等をさらに高めるためことが必要である。
・水産科の教員数が十分でないため、授業や実習等に支障をきたすことが多い。また、業務に偏りがあるため残業時間がかなり多い教員もいる。

【39高知】
　昨年度末より新型コロナウイルスの影響により、本年度は昨年度以上に慎重かつ創意工夫をしながら学校行事を行わなければならないと考えている。
地域企業との新商品開発の共同研究や地域行事への積極的な参加など、ツナガールによる高知海洋高校のＰＲ活動を積極的に実施している。
　インターンシップや現場実習の充実により、水産関連企業等への就職率は高くなりつつあるが、平成31年度が35名、平成30年度の入学生が36名（R２年度42名）と減少しており、生徒数確保が当面の課題である。
　施設・設備の老朽化による食品製造実習等への影響が出始めている。備品更新とともにHACCP導入に向けた施設の改修、施設整備等への財源確保が課題である。
教職員の実習力の継承と向上が課題であり、本年度も引き続き、若手教員を中心に地元企業での研修を実施予定している。
その他の課題として、船舶職員の確保、資格取得に必要な法定設備の更新、県の水産振興部との連携強化などが挙げられる。

【40福岡】
現在の正規教職員数は教諭１５名，実習助手５名であり、欠員補充として講師８名と実習助手４名を期限付きで任用しております。このため専門性と安全性の維持に関して課題を抱えている。
（１）教諭
○海洋科（航海・機関コース）では、２名は乗船教員として１年間、実習船の勤務となる。必要配当人員６名に対して教諭５名（再任用教諭1名）、常勤講師１名の配置である。再任用教諭や健康上の理由で乗船できない職員を抱えている。
○海洋科(機関コース)では、必要配当人員６名に対して教諭３名、再任用教諭１名（週３日勤務）、常勤講師２名です。非常勤講師1名の配置である。本年度末に再任用退職者がでることから、次年度は欠員が３名となる。
○海洋科（マリン技術コース）では、教諭１名、常勤講師１名の配置である。正規教諭1名は今年度退職を迎える。このコースは潜水技術等を指導するため、特殊な技術と経験が必要である。
○食品流通科では、必要配当人員４名に対して教諭３名、常勤講師１名の配置である。本科は実習製品の製造を通して、食の加工技術、安全管理および流通技術を育成している。
（２）実習助手
　配当人員９名に対して実習助手５名、現在期限付き実習助手４名の配置となる。実習助手については、教諭の専門教育を補佐する豊富な技能が必要であり、機関系では溶接技能向上、食品系および増殖系について、品質管理と安全衛生管理向上の観点から各科の専門的技術を持った実習助手が必要である。

【42長崎】
○少子化による水産科への入学希望者が減少している現状がある。
○水産科入学生徒の中には水産業への興味関心が低い生徒がいる。その生徒に対して水産業の魅力を伝えるためにどのような授業を実践するかが課題である。
○水産系国公立大学入試に対応するための、基礎学力と専門性の向上を両立させることが課題である。
○水産系企業からの求人は多くないため、就職先を確保するための職場開拓などが必要である。
○教員の確保が課題である。特に実習船乗組員への就職希望者が少ない。

【43熊本】
1 海洋科学科海洋航海コース
海を取り巻く情勢や水産資源の減少、漁業者の所得低迷による後継者不足といった厳しい状況があるが、伝統漁法等の体験学習を行いながら、地域連携を図って後継者育成に取り組んでいる。
今年度入学生から本学科は四級海技士（航海）認定へ変更になった経緯も有り、入学生も増えてきている。近年は商船や旅客船等への就職者が増加しており、国立大学や海上技術短期大学校等の上級学校への進学者も増えている。
実習船（熊本丸H30.2竣工）は最新鋭の機器を搭載した漁業実習が可能となった。今まで以上に水産・海洋関連産業で活躍する人材の育成を図る。
　②　海洋科学科栽培系
地元の環境保全や資源増殖を中心とした教育を行っており、地域産業と連携しアワビ・マダイ・クルマエビの放流事業に取り組んでいる。また、ダイビングの技術向上や潜水士の資格取得に力を入れて取り組んでいる。
③　海洋科学科食品系
新しい食品製造実習棟が完成（R1.3）地域特産物を利用した新製品の開発や魚食文化の啓発活動等を中心とした教育を行っており、地域でのイベント等では町おこしの一環として、展示・販売等を協力して行い、実践力、コミュニケーション能力等の育成も図っている。
　④　課題
・専門の教員不足である。高校一種（水産や商船）の資格を保持し、かつ水産・海洋関連産業の後継者育成に教育者としての志がある人物を充足することが困難である。
・地域や産業界との連携・交流を通じた実践的な職業体験を積極的に活用する工夫が必要であるが、遠方までの移動費用の確保、地元産業の疲弊による後継者育成の余力不足から断念せざるを得ない場面も多い。
・マリンスポーツ器材や小型船のエンジン等の老朽化がみられ、営繕等の予算要求を行っていくことが必要である。
・入学生徒については、一人一人の学習形態が多様化しているため、学習支援等も複雑である。個々の進路希望に応じた教育に専念できるよう指導者の校務の負担軽減や効率化に配慮することも課題の一つである。普通科総合コースの定員割れが続いており、入学してくる生徒も特別支援教育を必要とする生徒の割合が増えている。限られた職員で基礎学力を定着させる指導や進路保障をどう充実させていくかが課題である。

【44大分】
・学力が不足している生徒、特別な支援が必要な生徒が最近多く入学し、専門性の向上が難しい場合もある。
・新学習指導要領法等に対応するため、教員の研修に取り組む予定であるが、新型コロナウィルス感染症や授業の遅れに対応するため、計画が遅滞する可能性がある。
・大型実習船が共同運航となり、小型実習船（19トン）の重要性が増したため、更新の必要がある。

【45宮崎】
・水産関連企業や関係機関との連携は実施できているが、大学等との連携があまりできていない。
・水産系高校が県内に一つしかないため、専門教員の研修や交流の機会が他教科に比べて少ない。
・社会の変化や要求に見合った機器・設備の導入や計画的な更新が必要であるが、予算の都合上、更新等が十分にできていない。
・入学者数を確保するため、中学校訪問やＰＲ活動に力を入れている。
・専門職員が欠員しており、採用試験を実施してもらっているが、受験者も少なく充足できない状況が続いている。

【46鹿児島】
１　現状
①　海洋科と情報通信科については定員を満たしているが，食品工学科についてはここ数年定員に達していない。地区内の中学生が減少していくなかで，どこでも授業(出前授業)や高校説明会，様々な地域との関わりを通して水産教育の重要性について地域に発信しながら生徒募集に取り組んでいる。
②　低学力の生徒も入学してきており，学習指導や資格取得への取組が困難な生徒もいる中で，全職員で協力しながら，すべての生徒の夢や実現に向け取り組んでいる。特に情報通信科においては安定した資格取得の結果を残しており，そのことが企業からの信頼を得て進路先の開拓に繋がっている。その結果情報通信科のレベルをさらに引き上げる生徒募集へと繋がっている。
③　スーパープロフェッショナルハイスクール（ＳＰＨ）の指定３年目。地域に貢献する取組を通して『本物の専門的職業人』を育成するプログラム。
２　課題
①　水産教育のさらなる浸透。県内全域へのアピール，行政・漁協等を通した漁業関係者との連携。
②　交通アクセスの改善。通学に関する公共交通機関のアクセスの不便が生徒募集に与える影響。
③　基礎学力対策と進学(国公立入試)対策。
④　実習船の多目的な活用と，そのことによる生徒募集や学校活性化への研究。
⑤　校舎改築の検討。施設，設備の更新。
⑥　女子生徒の入寮も可能とする寄宿舎の新築，または，全面改修。

【47沖縄】
○沖縄水産高校
＜現状＞
①新学習指導要領や様々な法改正に対応するため、教員の研修や施設の整備に取り組んでいる状況であるが、教員の担い手不足や予算の確保が進んでおらず、順調に対応できているとは言いがたい現状がある。
②地域企業や小中学校との連携事業を通した教育活動により、学校全体に様々な教育効果が得られている。沖縄水産高校の求人数や入試の状況も良くなっている。
③令和3年度から総合学科の水産系の一部の系列が、水産単独学科（海洋サイエンス科）へ移行し、３学科体制への学科改編を予定している。
＜課題＞
　①水産系の教員や実習船の乗組員の担い手の確保
　②インクルーシブ教育へ対応するため学校施設や教育体制の整備
　③学科改編に向けた教育課程の編成整備や教員の配置
　④実習船運営部のあり方（すべて教員が行っている）
○宮古総合実業高校
近年、地域の少子化が激しく、中学生が全入しても定員割れする状況である。
②基礎学力の低下、学習障害等を抱えた生徒への対応などの課題がある。
③海技士養成施設に対応するため、施設の整備に取り組んでいるが、教員の担い手不足や予算の確保が進んでおらず、順調に対応できているとは言いがたい現状がある。
④時代の流れや社会の変化に合った計画的な機器、設備の導入、更新が必要である。
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